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第１章 計画の策定に当たって 

１ 計画策定の趣旨・位置付け 

 

２ 計画の期間 

 

秦野市中心市街地活性化基本計画

工業振興
基本計画

商業施策
地域

(４駅にぎわい)

秦野市総合計画

秦野市商工業振興基本計画

工業施策 労働施策

秦野市立地適正化計画

セレクト神奈川ＮＥＸＴ　　　等

秦野市電子地域通貨事業基本計画

はだのＤＸ推進計画

秦野市都市マスタープラン

秦野市こども計画

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度 Ｒ8年度 Ｒ9年度 Ｒ10年度 Ｒ11年度 Ｒ12年度

総合計画 前期基本計画

総合計画 後期基本計画

商工業振興基本計画工業振興基本計画
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３ 計画の推進に向けて 

 

 
【出典】総務省「自治体におけるＲＰＡ導入ガイドブック」 
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４ 商工業を取り巻く環境 

(1) 社会潮流 

生産年齢人口の減少と人手不足 

生産性向上とＤＸの取組 

気候変動への対応 
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中心市街地の都市機能の低下 

デジタル化の推進 

働き方改革の進展 
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(2) 外部環境・内部環境の分析（ＳＷＯＴ分析） 

 Ｓtrength 強み  

■交通利便性 

■豊かな自然環境と秦野名水 

 Ｗeakness 弱み  

■人口減少・高齢化 

■中心市街地の都市機能の低下 

【出典】秦野市「表丹沢魅力づくり構想」 
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 ０pportunity 機会  

■高規格道路の整備 

■生活様式の変化、価値観の多様化 

 Ｔhreat 脅威  

■自然災害の脅威 

■事業承継 
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第２章 秦野市の商工業の現状と課題 

１ 統計データからみる現状と課題 

(1) 人口 

生産年齢人口 

《グラフ１》秦野市の人口推移（年齢３区分別構成割合） 

【出典】総務省「国勢調査」（各年）※年齢不詳を補間した数値 

    ※小数点以下を四捨五入しているため 100%にならない場合があります。 

 

 

【出典】＜実績＞総務省「国勢調査」（1980 年～2020 年）（※年齢不詳を補間した数値。） 
秦野市「人口と世帯」（2025 年）（※2020 年 10 月 1 日の国勢調査の数値を基に、毎月の住民基本台帳人口の異動を

加減した 2025 年 1 月 1 日時点の人口数。）＜将来推計＞秦野市「総合計画」 
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男女別労働力率 

《グラフ３》秦野市の男性の年齢別労働力率人口推移 

《グラフ４》秦野市の女性の年齢別労働力率人口推移 

※労働力人口：15 歳以上人口のうち、就業または完全失業の状態にある者 

【出典】総務省「国勢調査」（各年） 

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2020年

2010年

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2020年

2010年



11 

自市町村内就業率 

《表１》県内自治体における自市内就業率 

※就業者：当該市町村に常住する 15 歳以上人口のうち、調査週間中、賃金、給料、諸手当、営業収益、手数料、

内職収入など、収入（現物収入を含む。）を伴う仕事を少しでもした者 

【出典】総務省「国勢調査」（各年） 

 

合計
市内で就業し
ている人数

率
県内
順位

合計
市内で就業し
ている人数

他市で就業し
ている人数

不詳 率
県内
順位

神奈川県 4,146,942 2,113,072 51.0% - 4,153,073 1,581,211 2,463,100 108,762 38.1% -

横浜市 1,703,374 990,578 58.2% 6 1,688,279 1,006,264 638,364 43,651 59.6% 4

川崎市 638,433 261,591 41.0% 16 717,359 302,843 393,869 20,647 42.2% 15

相模原市 330,058 166,569 50.5% 10 322,185 165,125 147,320 9,740 51.3% 10

横須賀市 178,757 108,734 60.8% 3 172,130 107,045 61,219 3,866 62.2% 2

平塚市 123,967 74,838 60.4% 5 110,810 61,519 46,112 3,179 55.5% 6

鎌倉市 72,820 27,359 37.6% 21 75,824 30,495 43,486 1,843 40.2% 18

藤沢市 187,851 84,664 45.1% 12 198,078 91,824 101,140 5,114 46.4% 12

小田原市 96,209 59,453 61.8% 2 88,060 52,169 33,256 2,635 59.2% 5

茅ヶ崎市 107,627 40,917 38.0% 20 105,229 40,702 61,669 2,858 38.7% 20

逗子市 25,344 6,970 27.5% 32 24,940 7,663 16,848 429 30.7% 29

三浦市 22,805 11,847 51.9% 8 19,391 10,030 8,825 536 51.7% 9

秦野市 76,290 39,109 51.3% 9 71,613 36,541 33,585 1,487 51.0% 11

厚木市 106,651 64,393 60.4% 4 102,230 61,914 38,002 2,314 60.6% 3

大和市 102,629 36,320 35.4% 23 100,085 35,434 61,748 2,903 35.4% 22

伊勢原市 48,978 20,604 42.1% 13 46,751 20,052 25,619 1,080 42.9% 13

海老名市 59,679 19,876 33.3% 25 61,753 21,321 39,151 1,281 34.5% 25

座間市 59,556 16,618 27.9% 31 56,009 17,738 36,750 1,521 31.7% 27

南足柄市 20,788 8,549 41.1% 15 19,326 7,703 11,535 88 39.9% 19

綾瀬市 38,947 14,823 38.1% 19 36,070 13,760 21,203 1,107 38.1% 21

葉山町 14,173 4,377 30.9% 27 13,996 4,875 8,844 277 34.8% 24

寒川町 23,376 9,819 42.0% 14 23,151 9,376 13,211 564 40.5% 17

大磯町 15,020 4,193 27.9% 30 14,330 4,080 9,899 351 28.5% 30

二宮町 13,275 3,566 26.9% 33 12,349 3,426 8,757 166 27.7% 31

中井町 5,049 2,014 39.9% 17 4,497 1,838 2,614 45 40.9% 16

大井町 8,829 2,812 31.8% 26 8,298 2,580 5,624 94 31.1% 28

松田町 5,709 1,635 28.6% 28 5,322 1,440 3,676 206 27.1% 33

山北町 5,857 2,327 39.7% 18 4,903 2,080 2,759 64 42.4% 14

開成町 7,780 2,182 28.0% 29 9,071 2,493 6,499 79 27.5% 32

箱根町 8,463 7,295 86.2% 1 6,274 5,097 885 292 81.2% 1

真鶴町 3,934 1,410 35.8% 22 3,076 1,075 1,987 14 34.9% 23

湯河原町 12,322 6,833 55.5% 7 10,554 5,851 4,603 100 55.4% 7

愛川町 20,748 10,216 49.2% 11 19,813 10,354 9,237 222 52.3% 8

清川村 1,644 581 35.3% 24 1,317 453 855 9 34.4% 26

2010年 2020年

就業者数（人） 自市町村内就業率 就業者数（人） 自市町村内就業率
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外国人労働者 

《表２》松田公共職業安定所管轄区域における外国人雇用事業所数及び外国人労働者数 

【出典】神奈川労働局「「外国人雇用状況」の届出状況表一覧」（各年） 

 

《表３》松田公共職業安定所管轄区域における在留資格別外国人労働者数 

【出典】神奈川労働局「「外国人雇用状況」の届出状況表一覧」（各年） 

【各在留資格の例】 

①教授、研究、介護など、②インターンシップ、④留学生などのアルバイト、⑤永住者や日本人の配偶者 

《表４》松田公共職業安定所管轄区域における産業別外国人労働者数 

【出典】神奈川労働局「「外国人雇用状況」の届出状況表一覧」（各年） 

 

うち派遣・
請負事業所

うち派遣・
請負事業所

令和３年10月末時点 335 14 1,796 216

令和６年10月末時点 400 12 2,503 341

令和３年から６年
までの増減

65 ▲ 2 707 125

令和３年から６年
までの変化率

19.4% ▲14.3% 39.4% 57.9%

外国人雇用事業所数(事業所） 外国人労働者数（人）

うち
技術・
人文知
識・国
際業務

うち
留学

うち
永住者

うち
日本人
の配偶
者等

うち
永住者
の配偶
者等

うち
定住者

令和３年10月末時点 1,796 264 135 34 360 147 124 991 660 119 30 182 0
令和６年10月末時点 2,503 680 254 135 543 79 36 1,066 650 130 36 250 0
令和３年から６年
までの増減 707 416 119 101 183 ▲ 68 ▲ 88 75 ▲ 10 11 6 68 0

令和３年から６年
までの変化率 39.4% 157.6% 88.1% 297.1% 50.8% ▲46.3% ▲71.0% 7.6% ▲1.5% 9.2% 20.0% 37.4% -

②特定
活動

（人）

③技能
実習

（人）

④資格外活動（人） ⑤身分に基づく在留資格（人） ⑥
不
明
（

人
）

①専門的・技術的
分野の在留資格

（人）
全
在
留
資
格
計

（

人
）

全産業計
（人）

建設業
（人）

製造業
（人）

情報通信業
（人）

卸売業、
小売業
（人）

宿泊業、
飲食ｻｰﾋﾞｽ

業
（人）

教育、学習
支援業
（人）

医療、福祉
（人）

サービス業
（他に分類
されないも
の）（人）

その他
（人）

令和３年10月末時点 1,796 182 906 2 177 47 2 122 250 108
令和６年10月末時点 2,503 292 1,233 7 226 84 8 220 334 99
令和３年から６年
までの増減 707 110 327 5 49 37 6 98 84 ▲ 9

令和３年から６年
までの変化率 39.4% 60.4% 36.1% 250.0% 27.7% 78.7% 300.0% 80.3% 33.6% ▲8.3%
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(2) 事業所数・従業者数 

《グラフ５》秦野市における民営事業所数・従業者数の推移 

※従業者数：市内で従業する者。市外常住者のうち本市で従業する者も含む。 

※調査方法が異なるため経年での単純比較はできない。 

【出典】総務省「経済センサス（活動調査）」（各年） 

《表５》秦野市における産業大分類別の民営事業所数・従業者数の推移 

                                

【出典】総務省「経済センサス（活動調査）」（各年） 
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事業所数 従業者数

(2012年の水準を100とした指数)

2012年 2016年 2021年 2012年 2016年 2021年

全産業（公務を除く） 4,835 4,609 4,343 53,234 51,583 51,372
農業，林業 19 22 14 191 261 229
漁業 0 0 0 0 0 0
鉱業，採石業，砂利採取業 1 0 0 1 0 0
建設業 482 450 429 2,851 2,510 2,347
製造業 454 409 383 14,905 13,040 13,365
電気・ガス・熱供給・水道業 6 3 5 192 160 118
情報通信業 44 25 34 284 653 1,185
運輸業，郵便業 73 78 76 2,158 2,361 2,047
卸売業，小売業 1,110 1,048 939 9,955 9,574 9,235
金融業，保険業 63 54 51 880 779 695
不動産業，物品賃貸業 432 389 375 1,067 1,049 1,010
学術研究，専門・技術サービス業 182 175 164 1,319 1,127 1,062
宿泊業，飲食サービス業 642 606 529 5,233 5,439 4,378
生活関連サービス業，娯楽業 473 465 428 2,437 2,372 2,168
教育，学習支援業 222 207 179 1,166 953 946
医療，福祉 363 425 468 7,817 8,700 9,884
複合サービス事業 14 23 22 119 422 326
サービス業（他に分類されないもの） 255 230 247 2,659 2,183 2,377

事業所数（事業所） 従業者数（人）
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《グラフ６》秦野市における産業大分類別の事業所数の推移 

【出典】総務省「経済センサス（活動調査）」（各年） 
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複合サービス事業
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(3) 産業分類別の特徴 

《表６》秦野市における産業大分類別付加価値額の推移 

※「X」秘匿、「-」該当数値なし 

※年次は統計の調査年次です。付加価値額は、前年１年間における経済活動において新たに付け加えられた価値で

す。 

※「付加価値額」とは、企業等の生産活動によって新たに生み出された価値のことで、生産額から原材料等の中間投

入額を差し引くことによって算出されるものです。上表では、総務省「経済センサス（活動調査）」における付加

価値額の推移を示しています。同統計では、付加価値額の算出が可能な情報が得られた企業における事業所に限

定した付加価値額の統計であり、厳密には、秦野市全体の付加価値額を表すものではありません（秦野市では、令

和３(2021)年における 4,488 事業所のうち約 91%の 4,081 事業所が付加価値額の算出対象となっています）。 

【出典】総務省「経済センサス（活動調査）」（各年）  

金額
(百万円)

構成割合
金額

(百万円)
構成割合

金額
(百万円)

構成割合

全産業（公務を除く） 219,954 100.0% 231,033 100.0% 215,893 100.0% -1.8%
農林漁業 332 0.2% 396 0.2% 821 0.4% 147.3%
鉱業，採石業，砂利採取業 X - 0 0.0% - - -
建設業 9,749 4.4% 10,863 4.7% 11,309 5.2% 16.0%
製造業 93,292 42.4% 81,442 35.3% 75,898 35.2% -18.6%
電気・ガス・熱供給・水道業 3,280 1.5% 1,087 0.5% 1,643 0.8% -49.9%
情報通信業 1,701 0.8% 5,038 2.2% 11,163 5.2% 556.3%
運輸業，郵便業 10,607 4.8% 11,340 4.9% 9,529 4.4% -10.2%
卸売業，小売業 24,580 11.2% 33,480 14.5% 30,356 14.1% 23.5%
金融業，保険業 9,218 4.2% 8,741 3.8% 6,025 2.8% -34.6%
不動産業，物品賃貸業 3,423 1.6% 4,410 1.9% 1,094 0.5% -68.0%
学術研究，専門・技術サービス業 6,937 3.2% 6,575 2.8% 5,643 2.6% -18.7%
宿泊業，飲食サービス業 6,604 3.0% 8,824 3.8% 5,450 2.5% -17.5%
生活関連サービス業，娯楽業 15,805 7.2% 13,482 5.8% 7,095 3.3% -55.1%
教育，学習支援業 1,622 0.7% 2,082 0.9% 2,106 1.0% 29.8%
医療，福祉 27,088 12.3% 34,003 14.7% 35,853 16.6% 32.4%
複合サービス事業 508 0.2% 3,552 1.5% 1,671 0.8% 228.9%
サービス業（他に分類されないもの） 5,208 2.4% 5,718 2.5% 10,236 4.7% 96.5%

産業大分類

付加価値額

2012年 2016年 2021年 変化率
(2012→
2021年)
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(4) 本市産業の強み 

《表７》秦野市における「稼ぐ産業」、「雇用力のある産業」、「生産性のある産業」 

※「稼ぐ産業」及び「生産性のある産業」については令和２（2020）年のデータによる抽出、「雇用力のある産

業」については、令和３（2021）年のデータ。 

【出典】総務省「経済センサス（活動調査）」、「地域経済循環分析」（環境省、（株）価値総合研究所）から抽出 

《図１》秦野市における強みのある産業図 

【出典】「地域経済循環分析」（環境省、（株）価値総合研究所）による算出指標等から産業を抽出して作成 

分類 指標 上位の産業分類

稼ぐ産業

【修正特化係数】
当該産業の生産額シェアを全国と地域
で比較した指標。
比較優位な産業、つまり地域の得意な
産業を把握することができる。

情報・通信機器、電気機械、非鉄金属、ガ
ス・熱供給業、はん用・生産用・業務用機械

雇用力のある産業 【従業者割合】
保健衛生・社会事業、小売業、その他のサー
ビス、宿泊・飲食サービス業、教育

生産性のある産業 【従業者1人当たり付加価値額】
電気業、住宅賃貸業、情報・通信機器、ガ
ス・熱供給業、石油・石炭製品

稼ぐ産業

雇用力のある

産業

生産性のある

産業

情報・通信機器

ガス・熱供給業

非鉄金属 電気機械

はん用・生産用・

業務用機械

電気業

石油・石炭製品

住宅賃貸業

保健衛生・

社会事業

小売業

教育

宿泊・

飲食サービス業

その他のサービス
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《グラフ７》産業大分類別付加価値額  

【出典】総務省「経済センサス（活動調査）」（2021 年）

《グラフ８》就業者数（正規の市内在住・市内通勤就業者数）  《グラフ９》製造業における産業中分類別就業者数

 

【出典】「国勢調査」（2020 年）             【出典】経済産業省「製造業事業所調査」（2024 年） 

建設業, 11,309

製造業, 

75,898

情報通信業, 11,163運輸業，郵便業, 9,529

卸売業，

小売業, 

30,356

金融業，保険業, 6,025

学術研究，

専門・技術

サービス業, 

5,643

宿泊業，

飲食サー

ビス業, 

5,450

生活関連サー

ビス業，娯楽

業, 7,095

医療，福祉, 

35,853

サービス業（他に分類されないもの）, 

10,236

金額の単位：百万円

全分類計：215,893

建設業, 

6.9%

製造業, 

34.2%

情報通信業, 2.5%

運輸業，郵便業, 4.9%

卸売業，

小売業, 

6.8%
学術研究，専門・技術

サービス業, 2.7%

生活関連サー

ビス業，娯楽

業, 2.2%

教育，学習

支援業, 

4.9%

医療，福祉, 

18.8%

サービス業（他に分類

されないもの）, 4.7%
公務, 4.3%

食料品製造業

1,591

12.4%

化学工業

776

6.1%

プラス

チック製

品製造業

593

4.6%

非鉄金属

製造業

987

7.7%

金属製品

製造業

1,016

7.9%
はん用機械器具製造業

541

4.2%

生産用機

械器具製

造業

1,279

10.0%

業務用機械器

具製造業

468

3.7%

電気機械器

具製造業

2,307

18.0%

輸送用機械

器具製造業

2,321

18.1%

単位：人

製造業計：12,797人
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(5) 製造業の動向及び推計 

《グラフ 10》秦野市における製造品出荷額等の推移 

※製造品出荷額等：1 年間における製造品出荷額、加工賃収入額、くず廃物の出荷額及びその他収入額の合計であ

り、消費税、酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税を含んだ額 

※年次は統計の実施年次です。付加価値額は、前年１年間における事業所の生産活動において新たに付け加えられ

た価値です。（ただし、2013 年、2014 年は当該年における数値） 

※2021 年以前の製造品出荷額等は、従業者数４人以上の事業所について集計したもの 

※2022 年以降の製造品出荷額等は、個人経営以外の製造業の事業所について集計したもの 

【出典】経済産業省「工業統計」(2013～2014 年、2016 年～2020 年)、 

総務省「経済センサス」(2016 年、2021 年)、経済産業省「製造業事業所調査」(2022～2024 年） 

《表８》秦野市における産業別製造品出荷額等の推移 

※「X」：秘匿 

※年次は統計の実施年次です。付加価値額は、前年１年間における事業所の生産活動において新たに付け加えられ

た価値です。（ただし、2013 年、2014 年は当該年における数値） 

【出典】経済産業省「工業統計」(2013～2014 年、2016 年～2020 年)、 

総務省「経済センサス」(2016 年、2021 年)、経済産業省「製造業事業所調査」(2022～2024 年） 

4,402 4,552 4,353
4,640

5,844 5,985 5,785 5,743

4,006

4,636 4,647

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2013年 2014年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

(億円)

2013年 2014年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

製造業計 4,402 4,552 4,353 4,640 5,844 5,985 5,785 5,743 4,006 4,636 4,647

食料品製造業 364 359 278 336 345 339 329 355 405 426 441

化学工業 195 203 258 251 256 262 232 224 206 210 214

プラスチック製品製造業
（別掲を除く）

41 109 77 119 134 132 146 138 166 174 132

非鉄金属製造業 566 602 555 530 546 581 523 570 807 925 745

金属製品製造業 203 246 236 250 255 263 255 211 223 246 253

はん用機械器具製造業 69 72 79 71 80 78 86 80 12 105 120

生産用機械器具製造業 155 159 341 187 204 150 146 286 364 400 420

業務用機械器具製造業 74 122 85 142 106 116 119 84 92 96 92

電子部品・デバイス・
電子回路製造業

85 92 12 291 135 141 124 91 156 210 151

電気機械器具製造業 707 726 825 866 1,021 939 937 847 722 812 835

情報通信機械器具製造業 808 X X X 1,821 1,836 1,812 2,247 X X X

輸送用機械器具製造業 1,019 937 642 726 837 921 861 479 611 711 1,055
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製造業に係る将来推計 

■推計結果 

■推計の考え方 

 

2012年 2016年 2021年
2028年
(推計)

2030年
(推計)

2035年
(推計)

事業所数(事業所) 4,000 4,238 4,081 4,113 4,122 4,145

従業者数(人) 47,049 49,406 50,605 49,620 49,338 48,635

付加価値額(百万円) 219,954 231,033 215,893 213,896 213,326 211,899

事業所数(事業所) 401 386 364 372 374 380

従業者数(人) 14,123 13,051 13,781 13,547 13,481 13,314

付加価値額(百万円) 93,292 81,442 75,898 79,309 80,284 82,720

製造品出荷額等(百万円) 496,101 435,291 574,298 586,031 589,384 597,765

全
産
業

製
造
業
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(6) 卸売業・小売業の動向及び推計 

《グラフ 11》秦野市における年間商品販売額の推移 

※年間商品販売額：前年 1 年間の当該事業所における有体商品の販売額。 

【出典】総務省「経済センサス（活動調査）」（各年） 

《表９》秦野市における分類別の年間商品販売額の推移 

※「X」秘匿、「-」該当なし 

【出典】総務省「経済センサス（活動調査）」（各年） 

1,512

1,742
1,646

384
473

367

1,128
1,269 1,279

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2012年 2016年 2021年

合計 卸売業計 小売業計(億円)

2012年 2016年 2021年

合計 151,220 174,224 164,629

卸売業計 38,373 47,335 36,703

 各種商品卸売業 － X X

 繊維・衣服等卸売業 103 X 990

 飲食料品卸売業 4,525 6,596 2,707

 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 10,086 11,127 8,770

 機械器具卸売業 5,562 4,903 6,096

 その他の卸売業 18,096 X X

 秘匿（卸売業） － 24,709 18,140

小売業計 112,847 126,889 127,926

 各種商品小売業 X 15,238 14,306

 織物・衣服・身の回り品小売業 4,544 6,110 4,755

 飲食料品小売業 35,426 40,747 39,459

 機械器具小売業 21,476 20,205 22,841

 その他の小売業 X 44,107 44,563

 無店舗小売業 971 482 2,002

 秘匿（小売業） 50,430 － －

年間商品販売額（百万円）



22 

《表 10》秦野市及び近隣市における年間商品販売額（卸売業と小売業の合計）の推移 

【出典】総務省「経済センサス（活動調査）」（各年） 

《表 11》秦野市及び近隣市における年間商品販売額（卸売業）の推移 

【出典】総務省「経済センサス（活動調査）」（各年） 

《表 12》秦野市及び近隣市における年間商品販売額（小売業）の推移 

【出典】総務省「経済センサス（活動調査）」（各年） 

 

金額
(百万円)

県内
シェア

県内
順位

金額
(百万円)

県内
シェア

県内
順位

金額
(百万円)

県内
シェア

県内
順位

秦野市 151,220 0.91% 15 174,224 0.83% 15 164,629 0.79% 15

平塚市 447,096 2.69% 6 598,176 2.85% 6 598,154 2.85% 6

小田原市 360,541 2.17% 9 400,281 1.91% 9 338,549 1.61% 11

厚木市 904,678 5.44% 4 1,196,383 5.69% 3 1,081,650 5.16% 4

大和市 378,493 2.27% 8 432,117 2.06% 8 424,053 2.02% 8

伊勢原市 261,984 1.57% 10 244,190 1.16% 12 214,314 1.02% 13

海老名市 211,572 1.27% 11 300,314 1.43% 10 350,450 1.67% 9

地域 2012年 2016年 2021年

年間商品販売額

金額
(百万円)

県内
シェア

県内
順位

金額
(百万円)

県内
シェア

県内
順位

金額
(百万円)

県内
シェア

県内
順位

秦野市 38,373 0.40% 17 47,335 0.39% 18 36,703 0.30% 19

平塚市 248,058 2.57% 6 339,644 2.80% 5 346,849 2.79% 5

小田原市 146,016 1.51% 9 172,330 1.42% 9 134,610 1.08% 11

厚木市 701,527 7.26% 3 948,339 7.82% 3 844,661 6.80% 3

大和市 201,123 2.08% 7 203,458 1.68% 8 208,368 1.68% 8

伊勢原市 189,431 1.96% 8 155,386 1.28% 10 124,131 1.00% 12

海老名市 106,276 1.10% 13 152,479 1.26% 11 146,856 1.18% 9

地域

年間商品販売額

2012年 2016年 2021年

金額
(百万円)

県内
シェア

県内
順位

金額
(百万円)

県内
シェア

県内
順位

金額
(百万円)

県内
シェア

県内
順位

秦野市 112,847 1.62% 12 126,889 1.43% 13 127,926 1.50% 13

平塚市 199,038 2.86% 8 258,532 2.91% 6 251,305 2.94% 6

小田原市 214,525 3.08% 6 227,951 2.57% 9 203,939 2.38% 9

厚木市 203,150 2.91% 7 248,045 2.79% 7 236,989 2.77% 7

大和市 177,369 2.54% 9 228,659 2.57% 8 215,685 2.52% 8

伊勢原市 72,554 1.04% 14 88,804 1.00% 15 90,183 1.05% 15

海老名市 105,295 1.51% 13 147,835 1.66% 12 203,595 2.38% 10

地域

年間商品販売額

2012年 2016年 2021年
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卸売業・小売業に係る将来推計 

■推計結果 

■推計の考え方 

2012年 2016年 2021年
2028年
(推計)

2030年
(推計)

2035年
(推計)

事業所数(事業所） 4,000 4,238 4,081 4,113 4,122 4,145
従業者数(人) 47,049 49,406 50,605 49,620 49,338 48,635
付加価値額(百万円） 219,954 231,033 215,893 213,896 213,326 211,899
事業所数(事業所) 931 978 890 1,005 1,038 1,121
従業者数(人) 8,513 9,049 8,906 9,545 9,728 10,185
付加価値額(百万円) 24,580 33,480 30,356 30,650 30,734 30,944
年間商品販売額(百万円) 151,220 174,224 164,629 197,797 207,274 230,966

うち小売業(百万円) 112,847 126,889 127,926 142,684 146,900 157,441

全
産
業

卸
売
業
、

小
売
業



24 

 



25 

(7) 土地利用状況 

《図２》土地利用状況 

【出典】秦野市「都市計画基礎調査」（令和２（2020）年）より作成 

 

            《表 13》市街化区域の用途地域指定状況         

面積(ha)
市域全体に
おける割合

10,376 100.0%

7,918 76.3%

2,458 23.7% 100.0%

1,887 18.2% 76.8%

83 0.8% 3.4%

商業地域 28 0.3% 1.1%

近隣商業地域 55 0.5% 2.2%

488 4.7% 19.9%

工業専用地域 211 2.0% 8.6%

工業地域 170 1.6% 6.9%

準工業地域 107 1.0% 4.4%

商業系

工業系

区分
市街化区域に
おける割合市域面積（都市計画区域）

市街化調整区域

市街化区域

住居系

【出典】「秦野市の都市計画の概要」 
小数点以下を四捨五入しているため、内訳の和と合計値が合わない場合があります。 
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《グラフ 12》工業系用途地域における土地利用状況 

【出典】秦野市「都市計画基礎調査データ」（令和２年）及び国土交通省「国土数値情報（都市計画決定情報）」を

集計 

  ※「その他」は、駐車場・その他空地（6.8%）、運輸倉庫用地（2.8%）、公共文教厚生用地（2.3%）、公園・ゴ

ルフ場等（1.2%）など。 

《グラフ 13》住宅系用途地域における土地利用状況 

【出典】秦野市「都市計画基礎調査データ」（令和２年）及び国土交通省「国土数値情報（都市計画決定情報）」を

集計 

《グラフ 14》商業系用途地域における土地利用状況 

【出典】秦野市「都市計画基礎調査データ」（令和２年）及び国土交通省「国土数値情報（都市計画決定情報）」を

集計 

 

農地, 

5.7%
住宅等, 

18.4%

事務所・

店舗等, 

9.3%

工場等, 40.2%
道路・鉄道, 

11.6%

その他, 

14.8%
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農地, 

9.6%
住宅等,

50.5%

事務所・店舗等, 3.0% 工場等, 0.5%

道路・鉄道, 

17.0%

その他,

19.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

農地,0.3%

住宅等, 

37.6%
事務所・店舗等,

15.6%

工場等, 0.4%

道路・鉄道,

23.4%

その他,

22.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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(8) 財政状況 

《グラフ 15》一般会計の歳出（性質別経費）の推移 

《グラフ 16》市税収入の推移 

【出典】秦野市「決算資料」（各年）
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２ 実態調査からみる現状と課題 

(1) 工業実態調査 

 

操業年次 

従業員数 

敷地面積 
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経営課題 

将来展望 
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用地ニーズ 

ビジネス環境の評価 
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期待する施策 
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(2) 商業実態調査 

 

経営者年齢層 

顧客年齢層 

経営課題 



33 

将来展望 

決済手段 
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事業承継 

期待する施策 
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(3) 空き店舗実態調査 

空き店舗数 

 

【出典】秦野市「秦野市空き店舗実態調査結果」 

商店会加盟店舗数 

【出典】秦野市 商店会加盟店舗調べ 

R6 R1(参考) 増減
秦野駅 473 55 46 9 1
渋沢駅 471 47 44 3 4
鶴巻温泉駅 176 10 10 0 0
東海大学前駅 93 12 7 5 0

合計 1,213 124 107 17 5

駅名
空き店舗数

店舗数
賃貸借
希望数
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(4) 消費者購買（買物行動）実態調査 

 

支払い方法 

市内４駅周辺の商店や商店街に望むもの 
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お店を選ぶ主な条件 

商店街でのイベントや催事 



第３章　基本目標と施策の柱
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